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平成20年6月4日  
次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム   



具体的な目標  サービス基盤のイメージ図   

漂 臥  
領   

チャネル  
iコ  

．．   

法人艶旺カー  

1．利用者視点でのサービス提供   
㊥ 情幸艮提供を含む簡素で便利なワンストップサービスの  

実現   

穏 縦割り行政を排除したサービス提供   
拶 申請主義から脱却したプッシュ型サービスの提供etc．  

利用者  lD・パスワード讐  

パソコン 固定t穂・手先等t括 テレビ  

．壷筆▼＿  姦  
モ子私音籍  
（仮称）   

次世代電子行政サービス  

～Menu■－  客種ポータノ  
サイト  

情報提供サービス  手続ワンストップサービス  

手掟一情報提供連携サービス  
閉の姦  
♯桟サービス   

ASP、Sa aS）  

ーノ・－ノ・・■〝¶▲丸，∴－－  

し⊥警誓竺一三二～  
客種ネットワーク  

民間サービス連携  行政サービス連携  

民間企t  

多くの利用が見込め、かつ国や地方、個人や企業が係わるイ  
ベントである「引越」と「退職」のワンストップサービス実現を次  

世代電子行政サービスの第一歩とする。   

4．国民と行政の信頼強化   
歯 行政サービス・情報づロセスの見える化   

穏 個人情報へのアクセス履歴の本人からの閲覧etc．  



BPRによる効率化、添付書類の削減、一元的でわかりやすい情報提供などを推進  

引越ワンストップのイメージ  退職ワンストップのイメージ  

幅l感麹．転 L篤 続 
農  羞  

転出準備  

従  ・引越義鎮居の決定  
・保育園の決定  
・引越会社の決定 et¢．  嵐楓  健保組合  

】享年基金等   

自治体一国・モの 電気・ガスなど  

オンラインによる申請   

転出準備  
・引越先住居の決定  
一保育園の決定  
・引越会社の決定 et¢．  



1．窓口（ポータル）   
励 行政機関（国、地方）の垣根を取り除いたサービス提供   

㊥ AP怪公開するなどにより、民間との連携を実現   

歯 手続や関連する情報の見える化を実現   
毯 窓口においてもワンストップサービスの享受etc．  

2．認証・署名   
埴 セキュリティレベルを考慮した上での、利便性の高いID・  

パスワードを活用したサービスも実現   
埴 携帯電話の認証サービスの活用   

窃 シングル・サイン・オンによる認証の煩わしさの排除 etc．  

フロントオフィス  

ワンストップポータル  

24時間365日  
電子交付  

ライフイベント  

ー引越（個人）  

一退職（企業）  

・住民登録   
・国民健康保険   
・介護保険 等  

民間手続   
・電気－ガス   

・健康保険組合   

：申請データの流れ  

触柚磯：行政情報の流れ  

マイページ  

「マイ eGov」  

民間機関  
電気・ガス・銀行－t・  

※ 行政情手引ま各機関のデータベースに保有し、連携は疎結合により実現。  

3．バックオフィス連携   
偽 本人の同意を得ることを前提とした制度整備   

磁 疎結合による連携の実現（データの集中化はしない）   

励 個人情報保護の観点から充分なセキュリティー確保   

歯 バックオフィス連携できない機関への配慮 etc．  

4．標準化   
⑬ 最終的には1つの標準仕様で連携を実現   

醤 複数の標準化アプローチ（トップダウン、ボトムアップ）の採用   

◎ 標準仕様対応が困難な機関への配慮 etc．   



を推進する。先行プロジェクト  
行い、知識創造の社会へ導く   
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現行の年金手帳・被保険者証について  （1／2）  

＼ ＼   年金手帳   
健康保険被保険者証  
国民健康保険被保険者証   

介護保険被保険者証   雇用保険被保険者証   

国民年金法第13条  
根拠規定  厚生年金保険法施行規則第81条  健康保険法施行規則第47条  

国民健康保険法施行規則第6条、第20条   
介護保険法施行規則第26条   雇用保険法施行規則第10条   

年金手帳の様式を定める省令  

●年金や一時金の請求をするときに社会保険  ●保険医療機関等で診療を受けようとするとき、保険医療  ●要介言蔓（要支援）認定の際、市町村に提出  ●雇用保険被保険者証の交付を受けた者が  
事務所等に提示  機関の窓口に提出  一度被保険者資格を喪失し、再び被保険  

●介護サービスを受けようとするとき、事業者又は施設の  
●年金や一時金についての相談を受けるとき  窓口に提示  
社会保険事務所等に提示  ●被保険者の氏名及び事業所名称等に変更のあったと  ●被保険者が他の事業所に転勤した場合や  

●被保険者の氏名及び住所等に変更のあったときに  氏名を変更した場合に、事業主に提示  
必要になる場合  市町村に提出  

ときに社会保険事務所等に提出  【国保】  ●被保険者となったことの確認の請求をした  
●被保険者が被保険者の資格を喪失したときに市町村に  

等  ときなどに、市町村又は国民健康保険組合に提出   提出  

等   

交付主体   社会保険庁長官   【健保】社会保険事務所長等又は健康保険組合  
【国保】市町村又は特別区又は国民健康保険組合   

市町村等   公共職業安定所長   

往）厚生年金の被保険者  【健保】被保険者及び被扶養者  
・第1号被保険者  

交付対象   ②国民年金第1号被保険者■第3号被保険者   【国保】被保険者  
・第2号被保険者のうち、①要介護（支援）認定を申請し  被保険者   
た者及び②介護保険被保険者証の交付を申請した者  

原則、個人単位  
交付単位   個人  ただし、国保と健保組合においては、経過的に世帯単位  個人単位（第2号被保険者については、要介護（支援）認  

定を申請した者若しくは交付を希望した者に交付）   
個人   

の交付を認めているところ。  

【国年】   【健保】   （貸1号被保険者）   ●事業主が公共職業安定所に資格取得届を  
●第1号被保険者は市町村に資格取得届を  ●事業主が保険者に資格取得届を提出   ●65歳到達による資格取得については、市町村への届  提出  
提出   ●被扶養者については、被保険者が事業主を経由して  出不要  
●第3号被保険者は、その配偶者が使用され  ●他市町村からの転入による資格取得には、届出が必要  
る事業主又はその配偶者が加入する共済  】   

組合等に資格取得届を提出  【国保】  】   

●被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が資格  
交付手続                              【厚年】  取得届を市町村に届出  】  

●事業主が社会保険事務所等に資格取得  （第2号被保険者）次のいずれか  
届を提出   ●保険者に要介護（支援）認定を申請  

●保険者に介護保険被保険者証の交付を申請  



（2／2）  

年金手帳   
健康保険被保険者証  
国民健康保険被保険者証   

介護保険被保険者証   雇用保険被保険者証   

一氏名  ・氏名  
・生年月日  

・氏名  ■氏名  
・生年月日  

・性別  
・生年月日  ・生年月日  

・性別   ・性別  
・住所（健保は被保険者証裏面等に自署）   ・住所  

・基礎年金番号  ・被保険者記号番号   
・交付年月日   

・被保険者番号  ・被保険者番号  
・保険者番号   

・変更後の氏名（変更日） 
・保険者番号（保険者の名称一印）  

・保険者名   ・交付年月日  
・交付年月日   ・要介護状態区分等  

「国民年金の記録」欄  ・資格取得年月日   ・認定年月日  
券面記載事項  ・世帯主氏名【国保】   ・認定の有効期間   
（（＊）は自署）  ・被保険者の種別（＊）   ・被保険者氏名【健保一被扶養者の場合のみ】   ・居宅サービス等における区分支給限度基準額  

・資格喪失日（＊）   ・有効期限【国保】   （サービスの種類とその種類支給限度基準額）  
・資格の種別変更日（＊）   ・事業所名称【健保】   （※バウチャーを発行する市町村についてはバウチャー  

・事業所所在地【健保】   切り分け欄）  

「厚生年金保険の記録」欄  ・保険者所在地【健保】   t認定審査会の意見及びサービスの種類の指定  
t事業所名（＊）  t給付制限（内容及び期間）  
■事業所所在地（＊）  ・居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者  
・資格取得年月日（＊）  及びその事業者の名称（届出年月日）  
・資格喪失日（＊）  ・介護保険施設等種類・名称（入退所年月日）  

（※労災保険の介護補償給付等の受給者に  
ついてはその旨と常時介護・随時介護の別を記載）   

媒体   紙   紙・プラスチックカード・ICカード 等   紙   紙   

返納の必要   
なし   あり   あり   

（原則、生涯ひとつ）   （資格婁失時及び更新時）   （資格喪失時）   
なし  

有効期限   なし   あり（保険者により異なる）   なし   なし   

【健保】  
保険者番号、被保険者記号番号及び3情報（氏名、生年  保険者番号、被保険者番号と4情報（氏名、住所、生年月   

被保険者資格  基礎年金番号と4情報（氏名、住所、生年月  日、性別）   雇用保険被保険者番号と3情報（氏名、生  
の管理方法  日、性別）   【国保】  年月日、性別）   

所、生年月日、性別）   

なし  
なし  

保険者番号、被保険者記号番号及び4情報（氏名、住   〔琵琶霊芝冠藍詳孟悪霊諾琴  
なし  

番号の変更  
（原則、生涯ひとつの番号）  〕  

った日から 
〔妄芸ゝ諾≡鵠慧に異動が生じたときは  なし （ただし、保険者（市町村）を異動すると変更）  〔 〕   

初めて加入した年金制度が共済年金制度の  
場合、その際には、年金手帳は交付されない。  
（ただし、「基礎年金番号通知書」を交付。）   

・世帯単位の交付  
・券面には、氏名・性別■生年月日■住所・資格取得  

備考  年月日・発行機関の所在地・保険者番号名称及び  
印・交付年月日・有効期限のほか、被扶養者の氏  
名・性別・生年月日、組合員及び被扶養者療養給  
付記録を記載  
・媒体は紙  



現行の年金記緑情報の提供方法について  参考資料8  

＼  ＼   年金加入記録照会・年金見込縫試算   年金個人情報提供サービス   
ねんきん定期便 

※  
年金見込嶺試算  

（電子申請）   （ユーザID・パスワード）   

サービス提供者   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   

サービス利用可能者   公的年金制度加入者で   
公的年金制度加入者   

公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   

〔老齢年金受給者を除く〕   申込日現在50歳以上の方  （共済組合等加入者を除く）   （平成21年4月から）   

①社会保険庁HPから、   ①公的個人認証サービス又は日本認証サー  ①社会保険庁HPから、基礎年金番号、氏名、  ○社会保険庁から社会保険庁で管理してい  
基礎年金番号、氏名、性別、生年月日、住  ビス（株）の「電子証明書」を取得   性別、生年月日、住所等を入力し、「ユーザ  る住所に郵送  
所、現在加入している年金制度の別等を入  ②厚生労働省電子申請・届出システムから  lD・パスワード」取得の申込  
力（申込み）   ①の電子証明書を添えて申込み   ②社会保険庁から、社会保険庁で管理して  
②社会保険庁が年金見込額試算の結果を  いる住所にユーザID・パスワードを郵送  

閲覧・確認方法  社会保険庁で管理している住所に郵送   ③社会保険庁HPから、ユーザ忙巨パスワード  
等を入力して、利用   

●年金見込短   ●年金見込瞳   ●加入履歴   【全年齢共通】  

（共済組合等支給分は除外）  （共済組合等支給分は除外）  （加入制度、事業所名称、資格取得・喪失年月  
日、加入月数等）  ●これまでの加入実績に応じた年金見込鎮  

●加入履歴（加入制度、資格取得・喪失年月   ●加入履歴  ●保険料納付額（被保険者負担分）  

日、加入月数等）   ●過去すべての厚生年金の標準報酬月額及   

月数等）  び国民年金の保険料納付状況（納付、未納、  
免除等の別）   未納、免除等の別）  

※申込日現在50歳未満の方については、  
加入履歴のみを回答  【特定年齢く35歳、45歳、58歳）の方】  

●加入履歴  

（加入制度、事業所名称、資格取得1喪失  
年月日、加入月数等）  

閲覧・確認できる内容  ●過去すべての厚生年金の標準報酬月額  
及び国民年金の保険料納付状況（納付、  
未納、免除等の別）  
※平成21年4月から一定期間は、全年齢  

の被保険者に対して、特定年齢の方と  
同様の内容を送付  

【50歳以上の方】  

●将来の年金見込綾  

【50歳未満の方】  

●年金軽の早見表   

176，339件   327件  
929，741件  

利用件数  
〔 

ユ‾ザIDりぺス 
〕  （平成18年度）   （平成18年度）  

※ 平成19年12月～平成20年10月目途の間は、全ての年金受給者及び被保険者に対して、加入期間及び加入履歴を通知する「ねんきん特別便」を送付。   



現行の医療費通知等について  参考資料9  

医療費通知   レセプト（診療報酬明細書等）開示   
特定健診等の結果に関する情報  

（平成20年4月～）   
介護給付費通知   

情譲提供主体   医療保険者   医療保険者   医療保険者   介護保険者   

個人情報の保護に関する法律第25条  

閲覧・通知に係  
厚生労働省通知 等  行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第14条 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律第14条  

る根拠法令  地方公共団体の個人情報保護条例  
等   

①医療保険加入者  

医療保険加入者のうち  
②①が未成年又は成年被後見人の場合にお  

対象者  ける法定代理人  
40歳以上74歳以下の   介護保険被保険者のうち  

③被保険者が死亡している場合は、その遺族  医療保険加入者   サービスを受給している者   

等  

保険者から通知   保険者に対してレセプト開示を請求   保険者から通知  

（頻度は保険者ごとに異なる）  

（例：政管健保の場合）  

とその頻度  本人が直接、次の書類を持参又は郵送により手続  
・診療報酬明細書等開示請求書  

離評語霊雷 
確認・閲覧方法  

保険者又は実施機関からの通知等  

〕  

介護給付費通知を実施している市町村  
・開示請求をされる方の本人確認ができる書類  の数は、全体の約50％（平成18年度）。  

平成22年度末までに実施率を100％  
とすることを目標。   

内容は保険者ごとに異なる  開示請求（依頼）をしたレセプト   特定健診等の内容   内容は保険者ごとに異なる  

（例〉  なお、一般的な記載内容は以下のとおり  
一該当期間にかかった医療費の  ・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結果  ・サービス利用月  

確認■閲覧  総顔  
・既往歴の調査結果                t測定結果（身長・体重・腹囲・BMl・血圧）   ・介護サービス事業者名称   

できる内容  t受診した医療機関名称  ・血液検査結果（肝機能・脂質・血糖）   ・サービスの種類  
・区分（入院又は退院日数）  ・尿検査結果  ・サービス利用日数（回数）  

・特定保健指導に関する記録等  ・サービス費用総額  
・利用者負担窺等   

利用件数   2，811万件   6，172件  
（平成18年度） （政管健保）   （政管健保）  

保険者数817   




